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避難行動要支援者調査及び個別避難計画作成支援等業務委託

事業者選定に係る公募型プロポーザル実施要領

１ 目的

本市では災害対策基本法に基づき、災害が発生し、又は災害が発生するおそれが

ある場合に自ら避難することが困難な障がい者や高齢者などをあらかじめ把握し、

避難行動要支援者名簿を作成しており、地域の支援団体等と連携し、個別避難計画

の作成を進めているところである。

本市においては避難行動要支援者の対象要件を他自治体と比較して広く設定し

ていたことから、本市の人口の約５人に１人が避難行動要支援者となり、「真に支

援が必要な人」の把握が困難な状況になっていた。本制度の実効性を確保するため、

平均寿命・健康寿命の延伸等の社会状況の変化や地域の実情などを踏まえ、対象要

件の見直しを行った。

本業務はこのたびの対象要件見直しに伴い、避難行動要支援者名簿の整理・作

成に向けた調査や、個別避難計画の作成支援等を行うにあたり、公募型プロポー

ザルを実施し、受託候補者を選定するものである。

２ プロポーザルに付する事項

(1) 業務名

避難行動要支援者調査及び個別避難計画作成支援等業務

(2) 業務内容

別紙「業務委託仕様書」のとおり

(3) 履行期間

契約締結の日から令和８年１月３０日まで

(4) 提案上限額

１９，６９４，０００円

（取引にかかる消費税及び地方消費税（税率１０％）を含む。）

※ 金額は、契約金額や予定価格を示すものではない。提案にあたっては

上限額を超えないものとする。

３ 事務局（書類提出先）

廿日市市健康福祉部健康福祉総務課福祉企画係

所在地 〒738-8512

広島県廿日市市新宮一丁目１３番１号

山崎本社みんなのあいプラザ３階

電 話 0829-30-9150

Ｅ-mail kenkofukushi@city.hatsukaichi.lg.jp

担 当 山本 悠
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４ 参加資格

プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる事項をすべて満たしていることを

条件とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に

該当しないこと。

(2) 企画提案書の提出日時点において、本市の指名競争入札の指名停止等の措置を

受けていないこと。

(3) 賦課されているすべての税（国税、県税、市税）を滞納していないこと。

(4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続を開始する

申立て及び民事再生法（平成１１年法律第２２５条）の規定に基づく再生手続

を開始する申立てがなされている者でないこと。

(5) 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てをしている

者でないこと。

(6) 廿日市市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）第２条第１号に規定する暴

力団及び同条第２号に規定する暴力団員でないこと。

(7) 法人であること。

(8) 過去５年間で、他の地方公共団体において、本業務と同種の業務を受託し、契

約を締結した実績があること。

(10) 個人情報の保護について、本市の施策に準じた措置を講じることができるこ

と。

(11) プライバシーマークを取得していること。

５ 公募スケジュール

６ 実施要領等に関する質問の受付及び回答

(1) 提出期限

令和７年４月３０日（水）

(2) 提出方法

質問書（様式３）を３の事務局（書類提出先）まで電子メールで提出すること。

内 容 期限等

公募開始 令和７年４月２３日（水）

質問書の提出 令和７年４月２３日（水）～４月３０日（水）

質問書に対する回答 回答内容を作成した段階で順次行う

参加申込書兼誓約書等の提出 令和７年５月９日（金）まで

企画提案書等の提出 令和７年５月１６日（金）まで

審査 令和７年５月２３日（金）

審査結果通知発送 令和７年５月２６日（月）

契約締結 詳細協議が整い次第
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電子メールを送信する際の件名は、「【事業者名】避難行動要支援者調査等業務に

関する質疑について」とすること。

なお、提出後は電話にて受信確認を行うこと。電子メール以外の方法による質

問は受け付けない。

(3) 質問に対する回答

回答は、順次、市ホームページに掲載する。

(4) その他

ア 質問及び質問に対する回答は、実施要領等の追補とみなす。

イ 質問の内容に参加者名を特定できる記載があるときは、回答しない。

７ 参加申込書兼誓約書等の提出

プロポーザル参加者は、参加申込書兼誓約書等の提出書類を持参又は郵送等の方

法で提出すること。持参の場合は、土日祝日以外の午前９時から午後５時まで（提

出期限最終日は午後３時まで）に、郵送の場合は、提出期限の日までに必着とする。

発送後であっても未着の場合は、提出期限内の提出がなかったものとみなす。

(1) 提出期限

令和７年５月９日（金）午後３時（必着）

(2) 提出先

３の事務局（書類提出先）

(3) 提出書類

(4) 参加資格の取消

提出された書類に虚偽の記載が判明した場合は、参加資格を取り消す。

８ 企画提案書の提出

(1) 提出期限

令和７年５月１６日（金）午後３時（必着）

(2) 提出方法

企画提案書等の提出は、持参又は郵送とする。持参の場合は、土日祝以外の午

前９時から午後５時まで（提出期限最終日は午後３時まで）に、郵送の場合は、

提出期限の日までに必着とする。郵送の場合は、簡易書留郵便等の配達記録が残

る方法の利用に限るものとする。発送後であっても未着の場合は、提出期限内の

提出がなかったものとみなす。

書類名 様式など 提出部数

参加申込書兼誓約書 様式１ １部

業務実績報告書 様式２ １部

会社概要の分かるもの パンフレット等 ６部

プライバシーマーク認証証書 証書の写し １部
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(3) 提出先

３の事務局（書類提出先）

(4) 提出書類

提案者は、次の書類を紙媒体で提出すること。

(5) 情報非公開希望申立書について

提出書類は廿日市市情報公開条例に基づく開示請求があった場合は、対象文書

として原則公開することとする。しかしながら、公にすることにより、法人等の

権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認めるに足りる合

理的な理由がある情報は、同条例第７条第３号の規定により非公開とできる場合

がある。企画提案書において、当該規定適用により非公開とすることを希望する

部分について、情報非公開希望申立書（様式４）により、該当部分と、公開によ

り正当な利益を害すると認められるに足りる具体的な理由を明示すること。（た

だし、本市の検討の結果、公開となる場合もある。）

非公開を希望する部分が無い場合でも、その旨を記載し、申立書を必ず提出す

ること。

(6) 企画提案書の作成方法

「業務委託仕様書」を踏まえ、次の項目については、必ず記載すること。なお、

企画提案した事項については、全て見積価格の範囲内で実施するものとする。

書類名 様式など

企画提案書 ・様式は任意とする（正本１部 副本５部）

・用紙サイズは、Ａ４版縦とし、横書きとする。

・文字サイズは、１０ポイント以上とする。

・両面印刷で２０ページ以内（表紙はページ数に含

めない）とし、印刷の色は、カラー、白黒を問わな

い。

・ページ番号を付すること。

・企画提案書正本は、表紙に会社名を記載するこ

と。副本は、提案者が判別できるような記載（ロゴ

も含む）を一切行わないこと。

・「（6）企画提案書の作成方法」を参照の上、作成す

ること。

・９(3) 評価基準に示す評価項目の順に題目を明

記して記述すること。

見積書 ・様式は任意とする。（正本１部、副本５部）

・見積価格は、消費税及び地方消費税（税率１０％）

の額を含めた総額を記載すること。

・見積内訳について、区分、単価、数量等が分かる

ように記載すること。

情報非公開希望申立書 様式４ １部
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ア 履行体制

業務完了までのスケジュール及び実施体制の全体フローを記載すること。

配置する担当者（予定）の氏名を明記すること。

イ 履行実績

他の地方公共団体での履行実績を記載すること。

ウ 各種業務の実施方法、技術提案等

業務委託仕様書に示す業務内容について、その業務の進め方、実施内容、

実施手法の提案などについて、具体的に記載すること。

(7) 提案の取り下げ等

ア 提案書の再提出

企画提案書の再提出は、上記(1)の期限内に限り認める。ただし、部分的な差

し替えは認めない。

イ 提案を取り下げる場合

提案を取り下げる場合は、参加辞退届（様式５）を提出するものとする。な

お、企画提案書提出期限後から契約締結までの間に参加資格の要件を満たさな

くなった場合も、参加辞退届を提出するものとする。

また、提出期限までに企画提案書の提出をしない者は、辞退したものとみな

す。

(8) 企画提案書の取扱い

ア 提出書類は、再提出があった場合を除き、参加辞退届が提出された場合であ

っても返却しない。

イ 提出書類は、提出した者に無断で本プロポーザル以外の用に使用しない。

ウ 原則として第三者へ公開しないものとするが、廿日市市情報公開条例の対象

行政文書となるため、本業務の審査終了以後に情報公開請求によって、公開さ

れる可能性がある。

エ 記載内容の追加及び変更は、原則として認めない。

９ ヒアリングの実施

提案者から提出された提案書等をもとに、実施要領等において定めた資格・要件

が備わっているかどうかを審査する。必要に応じて提案内容に関するヒアリングを

実施する。

10 プレゼンテーションの実施

提出された企画提案書に基づくプレゼンテーションを次のとおり実施する。

なお、プレゼンテーションに参加しない者は、辞退したものとみなす。

(1) 実施日時

令和７年５月２３日（金） ※事業者ごとの開始時間は後日個別に通知する

(2) 実施時間

１者につき３５分程度（提案２０分、質疑１５分程度）
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(3) 出席者

１者３名以内とする。

(4) 資料

プレゼンテーションは、企画提案書提出時の資料で行い、追加資料の提出は

認めない。

11 提案の審査及び契約候補者の決定

(1) 審査の方法

審査は、廿日市市が設置する避難行動要支援者調査及び個別避難計画作成支援

等業務委託事業者選定委員会（以下「委員会」という。）により、評価項目に基づ

いて企画提案書の内容を審査し、提案者ごとの総合評価点を算出する。

本件審査は、具体的な契約交渉を行う事業者を選定するためのものであり、提

出書類等により企画力や実現の可能性、業務遂行能力などを審査するが、提案内

容がそのまま契約内容となるわけではない。

(2) 評価基準

別紙「評価基準」のとおり

(3) 審査結果の通知等

具体的な契約内容及び委託金額は本市との交渉を通じて決定する。

(4) 評価方法等

ア 提出書類及びプレゼンテーションにより、評価基準に基づいて総合評価点が

最も高い者を契約候補者とする。

イ 提案者が１者の場合であっても評価を行う。

ウ 提出された企画提案書を審査した結果、委員全員の合計評価点数が満点の

60％に満たない場合は、契約候補者として選定しない。

エ 最高点の者が複数の場合は、見積書の金額が最も安価な者を第一候補者とし

て選定する。なお、金額も同額の場合については、当該者は、当初提案の金額

の範囲内で見積書を再作成し、再提出された見積書の金額が最も安価な者を第

一候補者として選定する。

(5) 審査結果の通知

審査結果は、本市のホームページに掲載するとともに、全提案者に書面で通知

する。選定に関する異議等は受け付けない。

(6) 契約締結の交渉

最優秀提案者として選定された事業者と契約締結の交渉を行う。契約交渉が不

調の時は、次点の者と契約締結の交渉を行うこととする。

12 契約

(1) 契約の締結

選定委員会の審査の結果、契約候補者に選定された事業者と提出された企画提
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案書を基に協議を行い、協議が整った場合に、契約を締結する。

また、協議が整わない場合にあっては、次順位の者と協議の上、契約を締結す

る場合がある。

(2) 契約条項等

別に定める業務委託契約書のほか、廿日市市契約規則（昭和６３年規則第１５

号）及び廿日市市会計規則（昭和６２年規則第１３号）の定めるところによる。

13 その他留意事項

(1) 本プロポーザル選考に参加する費用は、全て提案者の負担とする。

(2) 企画提案書は１者１案とする。

(3) 企画提案書提出期限終了後の提案等の修正又は変更は一切認めない。

(4) 提出された書類は返却しない。

(5) 企画提案書等は、事業者選定に伴う作業等に必要な範囲において、複製するこ

とがある。

(6) 提出書の著作権は参加申込者に帰属する。

(7) 委託業務の全部又は一部の処理を第三者に委託し、又は請け負わせてはならな

い。ただし、あらかじめ本市の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。


